―（１）経営形態及び資本又は出資の額―
	経営形態
	株式会社

	資本又は出資の額
	発行済みの株式の額及びその株式数
	増資予定の期日、額及びその株式数
	増資後の資本の額及びその株式数

	
	
	
	

	
	
	
	


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(１)


―（２）事業開始までに要する用途別資金及びその調達の方法―

	用途別資金の額
	資金調達の方法

	工事費
	千円
	

	創業費
	千円
	

	その他
	千円
	

	合　計
	千円
	


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(２)


―（３）主たる出資者及びその議決権の数―

	氏名又は名称
	住　所
	職　業
	議決権の総数に対する議決権の比率(％)
	備　考

	
	
	
	％
	


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(３)


―（４）10分の１を超える議決権を有する者に関する事項―

	
	氏名又は名称
	総議決権に対する比率
	(A)が地上基幹放送事業者の10分の１を超える議決権又は衛星基幹放送事業者若しくは移動受信用地上基幹放送事業者の３分の１を超える議決権を有する場合、当該事業者の名称
	備　考

	10分の１を超える議決権を有する者

（Ａ）
	
	％


	
	

	
	うち(Ａ)の有する議決権と計算される議決権を有する者

（Ｂ）
	
	％


	
	


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(４)


―（５）10分の１を超える議決権を有する他の地上基幹放送事業者又は３分の１を超える議決権を有する他の衛星基幹放送事業者若しくは他の移動受信用地上基幹放送事業者に関する事項―
	
	氏名又は名称
	他の基幹放送事業者の総議決権に対する比率
	備　考

	自らが10分の１を超える議決権を有する他の地上基幹放送事業者又は３分の１を超える議決権を有する他の衛星基幹放送事業者若しくは他の移動受信用地上基幹放送事業者
（Ａ）
	
	％


	

	
	うち自らの有する議決権と計算される議決権を有する者

（Ｂ）
	
	％


	


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(５)


―（６）役員に関する事項―

	フリガナ
	住　所
	役　名
	担当部門
	兼職
	特定役員への該当の有無
	備　考

	氏　名
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	□有 □無
	


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(６)


―（７）放送番組の編集の基準―

  様式適宜
	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(７)


―（８）放送番組の編集に関する基本計画―

　様式適宜
	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(８)


―（９）週間放送番組の編集に関する事項―

　ア　放送番組表（※テレビジョン放送の場合）
【令和５年４月○○日から令和５年４月○○日まで】
	　曜日

時刻
	月
	火
	水
	木
	金
	土
	日

	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	時間　分

（　分）
	時間　分

（　分）
	時間　分

（　分）
	時間　分

（　分）
	時間　分

（　分）
	時間　分

（　分）
	時間　分

（　分）

	１週間の総放送時間

　　時間　 分（ 　分）

※字幕付与可能な１週間の放送時間

　　時間　 分（ 　分）

※権利処理上の理由等により解説を付すことができない放送番組を除く１週間の放送時間

時間   分（  分）
	備考

　　

　　字　　　 時間　　分（　　分）　　％
　　　うち、普及目標対象の放送時間帯における字幕放送割合
　　　　字　　　時間　　分（　　分）　　　％
（●時●分から●時●分までの連続18時間）
　　解　　　 時間　　分（　　分）　　％　
うち、普及目標対象の放送時間帯における解説放送割合
　　　　解　　　時間　　分（　　分）　　　％



ア　放送番組表（※1セグメント放送における独立利用を行う場合）

【令和５年４月○○日から令和５年４月○○日まで】
	曜日

時刻
	月
	火
	水
	木
	金
	土
	日

	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	時間　分

（　分）
	時間　分

（　分）
	時間　分

（　分）
	時間　分

（　分）
	時間　分

（　分）
	時間　分

（　分）
	時間　分

（　分）

	1セグメント放送における独立利用の１週間の番組数

○○番組
	1セグメント放送における独立利用の１週間の総放送時間

時間　 分（ 　分）


ア　放送番組表（※データ放送等における独自の取組を行う場合）
【令和５年４月○○日から令和５年４月○○日まで】

	番組番号
	番　組　名
	放送の開始時間及び終了時間

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	番組数計
	○○番組
	


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(９)ア


―（９）週間放送番組の編集に関する事項―

　ア　放送番組表（※中波放送、短波放送又は超短波放送の場合）
【令和５年４月○○日から令和５年４月○○日まで】

	　　曜日

時刻
	月
	火
	水
	木
	金
	土
	日

	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	時間  分
 （　　分）
	時間  分
 （　　分）
	時間　分
 （　　分）
	時間  分
 （　　分）
	時間  分
 （　　分）
	時間  分
 （　　分）
	時間  分
 （　　分）

	合　計
	１週間の総放送時間

 　　　　   時間    分（    分）
	 備考




	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(９)ア


―（９）週間放送番組の編集に関する事項―

　ア　放送番組表（※超短波多重放送の場合）
【令和５年４月○○日から令和５年４月○○日まで】

	番組番号
	番　組　名
	放送の開始時間及び終了時間

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	番組数計
	○○番組
	


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(９)ア


―（９）週間放送番組の編集に関する事項―

　イ　放送の目的別種類による放送時間等
【令和５年４月○○日から令和５年４月○○日まで】

	放送の目的別種類
	１週間の放送時間
	比　率
	備　考

	報道
	　　　　　　　時間　　分
	　　　　　　％
	

	教育
	　　　　　　　時間　　分
	　　　　　　％
	

	教養
	　　　　　　　時間　　分
	　　　　　　％
	

	娯楽
	　　　　　　　時間　　分
	　　　　　　％
	

	その他
	通信販売
	　　　　　　　時間　　分
	　　　　　　％
	

	
	通販以外
	時間　　分
	％
	

	合　計
	　　　　　　　時間　　分
	　　 　100.0％
	


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(９)イ


―（９）週間放送番組の編集に関する事項―

　ウ　ローカル放送番組

【令和５年４月○○日から令和５年４月○○日まで】

	(ｱ)　ニュース
	
	

	番組名
	放送日時
	そのうち自社制作番組の時間

	
	
	

	合　計
	時間　　分（　％）
	時間　　分（　％）

	(ｲ)　天気予報
	
	

	番組名
	放送日時
	そのうち自社制作番組の時間

	
	
	

	合　計
	時間　　分（　％）
	時間　　分（　％）

	(ｳ)　ニュース、天気予報以外の番組
	
	

	番組名
	放送日時
	そのうち自社制作番組の時間

	
	
	

	合　計
	時間　　分（　％）
	時間　　分（　％）

	(ｴ)　総合計
	
	

	総合計 (ｱ)+ (ｲ) + (ｳ)
	時間　　分（　％）


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(９)ウ


―（９）週間放送番組の編集に関する事項―

　エ　自社において制作する放送番組及びその制作体制

【令和５年４月○○日から令和５年４月○○日まで】

	自社において制作する放送番組
	他から供給を受ける放送番組
	合　計

	1 完全局
制作
	②制作会社協力
	③共同制作
	④制作委託
	⑤再放送
	
	

	分

％
	分

％
	分

％
	分

％
	分

％
	分

％
	分

100.0％


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(９)エ


―（９）週間放送番組の編集に関する事項―

　オ　他から供給を受ける放送番組の時間帯

【令和５年４月○○日から令和５年４月○○日まで】

	供給者名
	１週間の放送時間（他から供給を受ける放送番組）
	供給に関する協定等の有無

	（ニュース）

放送事業者

小計
	　　  時間　 分（　 　分） 　％
	

	その他の者

小計
	時間　 分（　 　分） 　％
	

	計（①）
	　　　時間　 分（　 　分） 　％
	


	（ニュース以外の番組）

放送事業者

小計
	　　　時間　 分（　 　分） 　％
	

	その他の者

小計
	時間　 分（　 　分） 　％
	

	計（②）
	　　　時間　 分（　 　分） 　％
	

	合計（①＋②＝③）
	他社の放送番組　　　　　　時間　 分（　 　分） 　％


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(９)オ


―（９）週間放送番組の編集に関する事項―

　カ　外国語放送の放送時間
【令和５年４月○○日から令和５年４月○○日まで】

	放送言語の区分
	１週間の放送番組数
	１週間の放送時間
	比　　　率

	日本語
英　語
○○語
	　　　　　　番　組
	　　　時間　　分（　　分）
	　　　　　　％

	合　計
	　　　　　　番　組
	　　　時間　　分（　　分）
	％


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(９)カ


―（10）放送番組の審議機関に関する事項―

	フリガナ
	住　所
	性別
	生年月日
	職　業
	備　考

	委員の氏名
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	委員総数
	　　　　　　　　人
	
	


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(10)


―（11）放送番組の編集の機構及び考査に関する事項―

　様式適宜
	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(11)


―（12）災害放送に関する事項―
　様式適宜
      　　指定公共機関の指定状況及び地方公共団体との警報の伝達等のための放送の要請に関する協定の締結状況

	１　指定地方公共機関の指定状況
	指定を受けた都道府県
	指定日

	
	
	

	
	
	

	２　警報の伝達等のための放送の要請に関する協定の締結状況
	協定を締結した都道府県
及び市町村（特別区を含む）
	締結日

	
	
	

	
	
	

	
	
	


緊急地震速報の導入状況（テレビジョン放送の場合（※１））

	導入の有無

（※２）
	運用開始時期又は導入予定時期
	自動化方式の導入の有無（※２）
	運用開始時期又は導入予定時期
	文字スーパー方式の導入の有無
（※２）(※３）
	運用開始時期又は導入予定時期

	
	
	
	
	
	


　　　
	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(12)


―（15）放送事業と併せ行う事業及び当該事業の業務の概要―

　ア　兼営する事業
	兼営する事業の名称
	事業の概要

	
	


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(15)ア


―（15）放送事業と併せ行う事業及び当該事業の業務の概要―

　イ　他の事業への出資
	事業者の名称
	資本金
（Ａ）
	事業の概要
	出資の額
（Ｂ）
	出資の比
（Ｂ）／（Ａ）

×100
	備　考

	
	百万円
	
	千円
	％
	


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(15)イ


―（16）将来の事業予定―
　ア　中継局の整備計画
	局名/地区名
	送信局置局

	
	開設時期
	プラン局
	空中線
電力
	世帯カバー率（％）
	備考

	
	
	
	
	
	


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(16)ア


―（16）将来の事業予定―
　イ－１　視聴覚障害者向け放送の実施計画（字幕放送、解説放送及び手話放送の実施）
	
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	字幕放送
	％
	％
	％
	％
	％

	解説放送
	％
	％
	％
	％
	％


（参考値）

	
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	手話放送
	分
	分
	分
	分
	分


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(16)イ－１


イ－２　視聴覚障害者向け放送の実施計画（ＣＭへの字幕付与、緊急災害時の字幕付与及び手話放送）
　様式適宜
	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(16)イ－２


―（16）将来の事業予定―
ウ　ＡＭ局の運用休止に係る特例措置の適用
ウ－１　特例措置の適用を申請するＡＭ局（以下「特例適用申請局」という。）（基本方針３(1)関係）
	局名
	親局・中継局の別
	設置場所
	周波数(kHz)
	空中線電力(kW)
	放送区域脚注

	放送区域内の世帯数脚注


	
	
	
	
	
	
	


ウ－２　特例適用申請局の放送区域内をカバーするＦＭ補完中継局（新たに設置するＦＭ局を含む。以下「ＦＭ局」という。）（基本方針３(1)関係）
	特例適用申請局名
	ＦＭ局名
	設置場所
	周波数(MHz)
	空中線電力(W)
	放送区域
	特例適用申請局の放送区域内の世帯数
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	


ウ－３　特例適用申請局の放送区域内で同局が放送しているラジオ放送を再送信しているケーブルテレビ（共聴施設を含む。以下「ＣＡＴＶ」という。）（基本方針３(1)関係）
	特例適用申請局名
	ＣＡＴＶ事業者名
	特例適用申請局の放送区域内のＣＡＴＶの業務区域
	特例適用申請局の放送区域内の世帯数

	
	
	
	


ウ－４　ウ－２及びウ－３の手段を講じても特例適用申請局の放送区域内で同局のラジオ放送が聴取できなくなる地域における代替手段（基本方針３(1)関係）
	特例適用申請局名
	代替手段
	代替手段を講じる地域に含まれる市区町村
	特例適用申請局の放送区域内の世帯数

	
	
	
	


ウ－５　特例適用申請局の運用休止前における放送対象地域に対する全ＡＭ局及び特例適用申請局によるそれぞれの世帯カバー率（基本方針３(1)ア関係）
(1) 特例適用申請局の運用休止前における、放送対象地域に対する全ＡＭ局による世帯カバー率
	①全ＡＭ局数
	②全ＡＭ局による放送区域内における世帯数
（複数のＡＭ局の重複を除く。）
	③放送対象地域における世帯数
	世帯カバー率
（②／③）（％）

	
	
	
	


(2) 特例適用申請局の運用休止前における、放送対象地域に対する各特例適用申請局による世帯カバー率
	特例適用申請局名
	世帯カバー率（％）

	
	


ウ－６　特例適用申請局単位で見た場合の世帯カバー率（運用休止期間中）（基本方針３(1)イ関係）
	特例適用申請局名
	①運用休止前世帯数
	②ＦＭ局による世帯数
	③ＣＡＴＶによる世帯数
	④ＦＭ局及びＣＡＴＶによる世帯数
（②及び③の重複を除く。）
	世帯カバー率
（④／①）（％）

	
	
	
	
	
	


ウ－７　事業者単位で見た場合の世帯カバー率（運用休止期間中）（基本方針３(1)ウ関係）
	①運用休止前の全ＡＭ局による世帯数
	②特例適用申請局を除く残りのＡＭ局による世帯数
	③ＦＭ局による世帯数
	④ＣＡＴＶによる世帯数
	⑤特例適用申請局を除く残りのＡＭ局、ＦＭ局及びＣＡＴＶによる世帯数
（②、③及び④の重複を除く。）
	世帯カバー率
（⑤／①）（％）

	
	
	
	
	
	


ウ－８　特例適用申請局の運用休止に関する住民への周知広報（基本方針３(2)関係）
	特例適用申請局名
	周知広報手段
	実施予定期間
	周知広報内容

	
	
	
	


ウ－９　ウ－８の周知広報手段のほか、ラジオ放送が聴取できなくなる地域の住民に対して実施を予定している追加的な対応（基本方針３(2)関係）
	特例適用申請局名
	追加的な対応
	実施予定期間

	
	
	


ウ－10　特例適用申請局の運用休止によってラジオ放送が聴取できなくなる地域が生じる地方公共団体に対する周知（基本方針３(3)ア関係）
	特例適用申請局名
	地方公共団体名
	周知予定期間
	周知方法
	周知・調整内容

	
	
	
	
	


ウ－11　特例適用申請局の運用休止によってＡＭ放送の再送信ができなくなるトンネル（基本方針３(3)ア関係）
	特例適用申請局名
	トンネルの名称
	所在地
	道路管理者名
	周知・調整予定期間
	周知・調整内容
	ＦＭ局の有無

	
	
	
	
	
	
	


ウ－12　特例適用申請局の運用休止によってＡＭ放送の再送信ができなくなるＣＡＴＶ事業者（基本方針３(3)ア関係）
	特例適用申請局名
	ＣＡＴＶ事業者名
	周知・調整予定期間
	周知・調整内容

	
	
	
	


ウ－13　特例適用申請局の運用休止によってラジオ放送が聴取できなくなる地域が生じる、かつ、災害時のラジオ放送の対応についての取決めがある地方公共団体との災害時等の対応に関する調整（基本方針３(3)イ関係）
	特例適用申請局名
	地方公共団体名
	調整予定期間
	災害時等の対応に関する調整の内容等

	
	
	
	


ウ－14　特例適用申請局の運用休止によってラジオ放送が聴取できなくなる地域が生じる地方公共団体（ウ－13で記載した地方公共団体を除く。）との災害時等の対応に関する調整（基本方針３(3)ウ関係）
	特例適用申請局名
	地方公共団体名
	調整予定期間
	災害時等の対応に関する調整の内容等

	
	
	
	


ウ－15　特例適用申請局の運用休止に伴う問合せ窓口（基本方針３(4)関係）
	特例適用申請局名
	問合せ窓口の連絡手段
	対応時間帯
	設置予定期間

	
	
	
	


ウ－16　特例適用申請局において予定している休止期間等（基本方針３(5)及び３(6)関係）
	特例適用申請局名
	休止開始日
（予定）
	休止終了日
（予定）
	休止期間
（予定）
	休止の方法

	
	
	
	
	


ウ－17　特例適用申請局の運用休止の影響を検証する事項及び検証の方法（基本方針３(6)関係）
	特例適用申請局名
	検証する事項
	検証方法

	
	
	


ウ－18　特例適用申請局の運用休止期間終了後、総務省に提出する報告書に関する事項（基本方針３(7)関係）
	報告事項
	提出予定時期
	備考

	
	
	


ウ－19　特例適用申請局の運用休止結果の公表に関する事項（基本方針３(8)関係）
	公表事項
	公表方法

	
	


ウ－20　特例適用申請局の運用休止を実施する体制に関する事項（基本方針３(9)関係）
	事項
	実施体制

	①住民への周知広報
	

	②問合せ窓口
	

	③運用休止に関する作業
	

	④その他
	


ウ－21　特例適用申請局の運用休止に関する実施計画（基本方針３(10)関係）
様式適宜
	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(16)ウ


―（17）事業収支見積り―

　ア(ｱ)　見積表
	科目
	第１年目
	第２年目
	第３年目
	第４年目
	第５年目

	
	事業
収支
	基幹放送の業務を行う事業

の収支
	事業
収支
	基幹放送の業務を行う事業

の収支
	事業
収支
	基幹放送の業務を行う事業

の収支
	事業
収支
	基幹放送の業務を行う事業

の収支
	事業
収支
	基幹放送の業務を行う事業

の収支

	１　売上高
　　放送料
　　有料放送料
　　放送番組制作料
　　放送番組売上料
　　放送受託費（放送局設備供給役務料）
その他
２　売上原価
　　放送費
　　技術費
　　人件費
　　減価償却費
　　その他
３　売上総利益　（１－２）
４　販売費及び一般管理費
　　販売費
　　一般管理費
　　人件費
減価償却費
　　その他
５　営業利益　　（３－４）
６　営業外収益
７　営業外費用
８　経常利益　　（５＋（６－７））
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	備考
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(17)ア(ｱ)


―（17）事業収支見積り―

ア(ｲ)　費用削減方策
	①最終年度の売上高
/初年度の売上高（%）
	②最終年度の費用
/初年度の費用（%）
	③直近３カ年の
費用増減率（%）
	④費用削減方策

	　
	　
	　
	　


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(17)ア(ｲ)


―（17）事業収支見積り―

　イ　見積りの根拠

　（ｱ）収益
第○年目

	区　分
	１週間平均の
回数
	単　価
	１週間平均の
収入
	１年間の収入

	
	回
	千円
	千円
	千円

	
	
	
	
	


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙（17）イ(ｱ)


―（17）事業収支見積り―

　イ　見積りの根拠

（ｲ）費用
第○年目

	科　目
	金　額
	根　拠

	
	千円
	


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(17）イ(ｲ)


―（18）放送番組の主たる利用見込者―

	フリガナ
	住　所
	１年間の
利用見込金額
	１年間平均の利用度
	備　考

	氏名又は名称
	
	
	回　数
	時　間
	

	
	
	千円
	
	秒
	


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(18)


―（19）免許の期間における事業並びに資産、負債及び収支の実績―
	事項名
	

	ア　事業の実績
	

	(ｱ)　事業遂行の概要
	□

	(ｲ)　１週間の放送の実施状況（他から供給を受けた放送番組の時間）
	□

	(ｳ)　放送番組に関する参考事項（放送法関係審査基準別紙１及び基幹放送普及計画第２の各項目）
	

	(１)　公安及び善良な風俗を害しないこと
	□

	(２)　政治的に公平であること
	□

	(３)　報道は、事実をまげないですること
	□

	(４)　意見が対立している問題については、できるだけ多くの角度から論点を明らかにすること
	□

	(５)－１　番組調和の確保
	□

	(５)－２　教育番組10％以上、教養番組20%以上の確保
	□

	(６)　教育的効果を目的とする放送を専ら行う基幹放送局
	□

	(７)　視聴覚障害者向け放送の実施
	□

	(８)　番組基準の制定及び遵守
	□

	(９)　放送番組審議機関の設置
	□

	(10)　災害放送の実施
	□

	(11)　外国語放送の放送時間
	□

	(12)　同一エリアの他の基幹放送と1/3以上同じ番組にならないこと
	□

	(13)　毎日放送の実施
	□

	(14)　放送番組の供給協定
	□

	(15)　放送番組の主たる利用者
	□

	(ｴ)　その他参考となる事業の概要
	□

	イ　資産、負債及び収支の実績
	□


―（19）免許の期間における事業並びに資産、負債及び収支の実績―

　ア　事業の実績

　(ｳ)　放送番組に関する参考事項

　(１)～(４)

	項目
	番組名
	放送
年月日
	放送番組審議機関の答申又は意見の有無
	ＢＰＯの勧告又は見解の公表の有無

	(1)
	
	
	
	

	(2)
	
	
	
	

	(3)
	
	
	
	

	(4)
	
	
	
	


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙（19）ア(ｳ)（１）～（４）


―（19）免許の期間における事業並びに資産、負債及び収支の実績―

　ア　事業の実績

　(ｳ)　放送番組に関する参考事項

　(８)　番組基準の制定及び遵守
　Ａ　放送番組審議機関からの答申又は意見に基づく措置状況
	年月日
	答申又は改善意見の概要
	公表の期日及び方法
	措置状況

	
	
	
	


　Ｂ　社内考査機構による番組考査
	番　　組　　名
	放　送　年　月　日
	考　　査　　の　　概　　要

	
	
	


　Ｃ　視聴者及び社外モニターによる番組考査
	番組名及び放送年月日
	指摘事項又はモニター報告の概要
	放送番組審議機関への報告年月日
	措置状況

	
	
	
	

	参考
	 １　モニター委嘱の基準
 ２　モニター委嘱数　　　男性　　　名　　　女性　　　名
 ３　平均委嘱期間
 ４　モニター報告方法の概要


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙（19）ア(ｳ)（８）


―（19）免許の期間における事業並びに資産、負債及び収支の実績―

　ア　事業の実績

　(ｳ)　放送番組に関する参考事項

　　(10)　災害放送の実施

緊急警報放送の実施状況
	実施日
	災害名
	緊急警報信号の送信回数

	
	
	

	
	
	


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(19)ア(ｳ)(10)


―（19）免許の期間における事業並びに資産、負債及び収支の実績―

　ア　事業の実績

　(ｳ)　放送番組に関する参考事項

　(14)　放送番組の供給協定
	協定の名称
	協定成立の年月日
	協定の当事者
	備考

	
	
	
	


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙(19)ア(ｳ)(14)


―（19）免許の期間における事業並びに資産、負債及び収支の実績―

　ア　事業の実績

　(ｳ)　放送番組に関する参考事項
　(15)　放送番組の主たる利用者
	フリガナ
	住　所
	１年間の利用実績額
	１年間の平均の利用度
	備考

	氏名又は名称
	
	
	回数
	時間
	

	
	
	千円
	
	秒
	


	令和５年
	㈱○○放送
	○○○
	別紙（19）ア(ｳ)（15）


� 放送区域とは、放送事業者の放送対象地域内の放送区域とします。ウ－２以降の「放送区域」についても同じです。


� 世帯数は、令和２年国勢調査による世帯数を記載してください。ウ－２以降の「世帯数」についても同じです。






